
宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託
プロポーザル実施要項

　宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託の内容並びに同業務に係る公募型プロポーザルの各種手続き、要件及び審査等の内容については、次のとおりとする。

１　目的
　本業務は「こどもまんなか社会」の実現に向け、様々な困難を抱えるこどもたちに安心して過ごせる居場所を開設し、生活習慣の形成や食事の提供、学習支援等を行うとともに児童や家庭の状況をアセスメントし関係機関へのつなぎを行うなどの個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供することにより、こどもの最善の利益の保障と自己肯定感や社会性を育むことを目的に「宇土市子ども第三の居場所」を運営するもの。
　この実施要項は、宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託の受託者を公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により選定するために必要な事項を定めることを目的とする。

２　業務内容
(1)　業務名
宇土市子ども第三の居場所事業運営
(2)　業務仕様
別紙「宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託仕様書」による。
なお、業務の実施にあたっては、公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド
財団（以下、「Ｂ＆Ｇ財団」という。）が支援する子ども第三の居場所事業の包括ケアモ
デルに準拠した運営形態とする。
(3)　委託期間　令和9年4月1日から令和10年3月31日まで（12月）
※受託者決定後（令和9年1月予定）から業務委託開始までの期間は、円滑な事業実
施に向けた準備期間として委託料は発生しないが、受託者は仕様書に定める事項につ
いて市に協力及び助言を行うものとする。
(4)　契約方法
公募型プロポーザル方式による随意契約

３　提案上限額　
14,400,000円（消費税及び地方消費税を含む）
※提案上限額を超える提案については、認めないため留意すること。

４　参加資格要件
次の掲げる条件を全て満たす者であること。
(1)　地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。
(2)　宇土市における当該委託業務等に係る競争入札参加資格を有していること。
(3)　宇土市工事等請負・委託契約に係る指名停止等の措置要領（平成16年訓令第6号）の規定による指名停止措置を受けている期間中でないこと。
(4)　当該委託業務等において、技術者、資格等が必要な場合には、それら技術者、資格等を有していること。
(5)　児童福祉事業又は、それに類する事業に取り組んだ実績があり、宇土市子ども第三の
居場所事業運営業務委託仕様書に記載された業務内容を履行可能な者であること。
(6)　 一般財団法人、一般社団法人、公益財団法人、公益社団法人、社会福祉法人、特定
非営利活動法人のいづれかの法人格を取得し、非営利活動、公益事業を行う団体。
※ 一般財団法人、一般社団法人については非営利性が徹底された法人のみ対象
(7)　契約締結後の連絡調整や緊急時の体制が速やかに整えられる者であること。

５　参加申出及び一次審査
(1)　提出書類及び部数
本プロポーザルの参加申込者は、以下のとおり関係書類を提出すること。
	
	提出書類
	様式
	提出部数

	１
	公募型プロポーザル参加申出書
	様式１
	正本1部

	２
	法人概要書
	様式２
	１部

	３
	業務実績書
	様式３
	１部


(2)　提出方法
 　　 持参又は郵送により提出すること。郵送する場合は、「特定記録郵便」又は「簡易書留」
とし、提出期限までに送付物の到着確認を電話により行うこと。
 　　 ※持参の場合の受付時間は、午前8時30分から午後5時まで（土日、祝日を除く）。
(3)  提出先　「１３ 担当課」に同じ
(4)  提出期限　令和8年10月30日（金） 午後5時（必着）
(5)　一次審査の審査結果通知
　　①審査結果通知　令和8年11月4日（水）
　　②通知方法　公募型プロポーザル参加申出書に記載された担当者宛にメール送付

６　質問の受付及び回答
(1)　提出方法
質問書（様式４）の質問欄に内容を簡潔に記載し、電子メールで提出とし、提出時には、電話によりメールの受信確認を行うこと。なお、電子メール以外での質問は受け付けない。
(2)　提出期限
　　　令和8年9月30日（水） 午後5時（必着）
　(3)　提出先
　　　「１３ 担当課」宛てに電子メールで提出
　(4)　回答方法
　　　電子メールにより随時行い、令和8年10月9日（金）までに全ての質問に回答する
ものとする。なお、共通に提供すべき情報である場合は、質問及び回答の内容を本市ホ
ームページに掲載する。
　(5)　留意事項
　　　①市が必要と認める場合は、記載内容に関する聞き取り調査を行うことがある。
②質問書提出の電子メールに使用する件名は、「【事業者名】質問書」とすること。
③電子メールを送信した時は、その旨を事務局に電話にて連絡すること。
④質問書は電子メールにword 形式で添付して送信すること。
⑤電話やファックス、来訪等の口頭による質問は理由の如何を問わず受け付けない。
⑥本プロポーザルに関する質問は、公募型プロポーザル参加申出書、企画提案書等の
作成及び提出に関する事項並びに本業務に関する事項に限ることとし、評価及び審査
に関する質問は受け付けない。
⑦質問件数及び質問回数は制限しない。

７　現地見学について
(1)　事業運営施設概要
	設置場所
	宇土市旭町536番地

	工事種別
	新　築

	構　　造 
	鉄骨造平屋建

	施設面積
	195.45㎡


(2)　現地見学可能期間　令和8年9月4日（金）から9月30日（水）
　※現地見学については、「１３ 担当課」と日程を調整すること。

８　二次審査（企画提案書等）
(1)　提出書類及び部数
本プロポーザルの参加者は、以下のとおり関係書類を提出すること。
	
	提出書類
	様式
	注意事項
	提出部数

	１
	企画提案書
	提案様式１
※任意様式可
	仕様書の各業務については、独自性や工夫を盛り込み、遂行可能性を具体的に伝えるために、業務内容を詳細かつ具体的に記載してください。
	正本１部
副本８部

	２
	見積書
	提案様式２
※任意様式可
	本業務委託に係る見積書を作成すること。
契約上限額を超える見積書を提出した場合は失格とする。
	

	３
	独自書類
	任意様式
	独自の提案がある場合において添付
	


(2)　提出方法
 　　 持参又は郵送により提出すること。郵送する場合は、「特定記録郵便」又は「簡易書留」
とし、提出期限までに送付物の到着確認を電話により行うこと。
 　　 ※持参の場合の受付時間は、午前8時30分から午後5時まで（土日、祝日を除く）。
(3)  提出先　「１３ 担当課」に同じ
(4)  提出期間　令和8年11月5日（木）から11月27日（金） 午後5時（必着）
(5)　留意事項
　　①左上をクリップ止めにし、提出書類１から４までの資料にインデックスを貼り提出
すること。
②正本には、代表者の押印が必要。副本については、参加事業者が特定できるような
名称、ロゴマークは使用しないこと。
③提出期限までに提案書等の提出がない場合は、辞退したものとみなす。
(6)　辞退届（様式５）の提出  
公募型プロポーザル参加申出書等の提出後、企画提案の申し込みを辞退する場合は、
以下のとおり辞退届（様式５）を提出すること。 
① 提出期限 令和8年11月27日（金）午後5時（必着）
② 提出先　「１３ 担当課」に同じ

９　受託候補者の選定手順 
本プロポーザルの審査は、宇土市子ども第三の居場所事業運営業務委託プロポーザル評価委員会（以下、評価委員会。）において定める評価基準（P７参照）に基づき、提案プレゼンテーション及び企画提案書の内容を総合的に審査し、最も優秀な事業者を受託候補者として選定する。
ただし、評価委員会で審査した結果、市が求める内容となっていない場合は、受託候補者とはしないものとする。　
(1)　一次審査　資格確認審査
公募型プロポーザル参加申出書等の書類を審査し、「公募型プロポーザル参加資格確認
結果通知書」を令和8年11月４日（水）までに、市から提案事業者宛にメールにて通知
する。
(2)　二次審査　プレゼンテーション及びヒアリングの実施
　　　①日時・場所　令和8年12月中旬の予定　※別途通知
　　　②提案時間　　プレゼンテーション30分以内、質疑応答10分程度
　　　③提案者　　　3名以内
　　　④受託候補者特定方法
ア　評価点は満点を700点とし、評価項目の点数の合計点を評価委員ごとに算出す
る。
イ　アで算出した結果の評価委員の平均点を提案者の評価点として順位付けを行
う。 
ウ　イの評価点の420点（６割）を評価最低点数とし、これを満たさない場合は、
選定しないものとする。
エ　提案者が１者のみの場合でも、ウに示す最低評価点数以上であれば受託候補者と
して選定する。
オ　最終的な評価結果が同点の場合は、評価基準における「②有益性」の評価点が高
　　い者を選定する。
(3)　結果通知及び選定結果公表
　　　令和8年12月下旬（予定）に、全ての提案事業者に書面により通知し、最優秀提案
　　事業者については、法人名等を本市のホームページにて公表する。
なお、審査の経緯及びその内容に関しては、電話、文書での問い合わせには応じない。
また、審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。

１０　全体に係る留意事項 
(1)　本プロポーザルに係る経費はすべて参加者の負担とする。
(2)　プレゼンテーション時において、プロジェクター及びスクリーンは、市にて貸与する
ことができる。それ以外の機材を使用する場合は事前に連絡すること。
(3)　企画提案書は、１事業者につき１案とする。
(4)　書類提出後の企画提案書等の修正、変更又は追加は認めない。
(5)　提出された書類は返却しない。
(6)　企画提案書等の著作権は企画提案者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザルに関
する報告、公表等のために必要な場合は、事業者の承諾を得ずに提出書類の内容を無償
で使用できるものとする。
(7)　提出書類は、宇土市情報公開条例（平成11年条例第1号）に基づく公文書開示請求
の対象となる。
(8)　企画提案書等の提出後に参加を辞退する場合、速やかに担当課へ連絡すること。
(9)　次の条件のいずれかに該当する場合には、失格とする。
①提出資料等が本要領の提出方法や条件に適合しない場合
②企画提案内容に虚偽がある場合
③審査の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合
④契約締結までの間に指名停止の措置や指名除外の措置を受けた場合
⑤その他、本要領に違反すると認められた場合

１１　契約・その他 
(1)　業務委託契約
①契約の締結
受託者として選定された者と見積合わせを行った上で契約手続きを行う。
受託者として選定された者は、本プロポーザルの審査の結果、最適な契約先相手とし
て選定された者であり、宇土市契約事務規則（平成14年宇土市規則第16号）に基づく
契約手続きの完了までは、発注者との契約関係が生じるものではない。
②契約に係る業務内容
契約に係る業務内容は、別途、仕様書に定めることとする。
なお、契約締結の際に、プロポーザルの内容に即して仕様書の変更を行う場合もあり
得るが、提案が必ず仕様に反映されるわけではない。

１２　実施スケジュール 
	
	内　　容
	期間等
	備考

	１
	実施要領、仕様書公表
	令和8年9月4日(金)
	市ホームページ

	２
	参加申出及び一次審査提出書類の受付開始
	令和8年9月4日(金)
	

	３
	質問の受付開始
	令和8年9月4日(金)
	

	４
	質問の受付締め切り
	令和8年9月30日(水）
午後5時まで
	電子メール

	５
	質問への回答
	令和8年10月9日(金)
	電子メール

	６
	参加申出及び一次審査提出書類の提出期限
	令和8年10月30日(金)
午後5時まで
	持参・郵送

	７
	一次審査結果通知等送付
	令和8年11月4日(水)
	電子メール

	８
	二次審査提出書類受付開始
	令和8年11月5日(木)
	

	９
	二次審査提出書類の提出期限
	令和8年11月27日(金)
午後5時まで(郵送は必着)
	持参・郵送

	10
	辞退届の提出期限
	令和8年11月27日(金)
午後5時まで(郵送は必着)
	持参・郵送

	11
	二次審査(プレゼンテーション及びヒアリング)
	令和8年12月中旬
	※予定

	12
	結果通知送付・選定結果公表
	令和8年12月下旬
	※予定

	13
	契約締結
	令和9年1月
	※予定

	14
	委託開始に向けての準備開始
	令和9年2月
	※予定




１３　担当課
　　宇土市　健康福祉部　こども未来室　　担当：八別當（はちべつとう）
　　【提出先】〒869-0421　宇土市南段原町１６４−３ 宇土市保健センター
【電話番号】0964-22-1111（代表）内線460　
【メールアドレス】kodomomirai00@city.uto.lg.jp

評価基準 

	評価項目
	評価の視点
	配点

	（1）運営体制
	①業務実績
	児童福祉関連業務又はそれに類する事の実績が十分であるか。
	10

	
	②実施体制
	仕様書に即した運営形態・人員体制であるか
	15

	
	
	適切な資質の運営スタッフを確実に確保する方策が提案されているか。
	10

	
	
	職員の資質・専門性の向上に向けた取組が計画されているか
	5

	
	③連携・協力体制
	関係機関との十分な連携を図ることができる
	5

	
	④安全対策
	事故防止・事故対応、防災・災害時対応、防犯・不審者対応、衛生管理体制など安全面の体制が整えられているか
	5

	
	⑤個人情報等
	個人情報について、適正な取り扱い方法及び具体的な管理方法が整備されており、情報管理が徹底されているか。
個人情報や職務上知りえた秘密の漏洩防止等について、職員の意識を向上させる取組があるか
	5

	
	⑥支援体制
	専門性をいかした相談・支援体制が構築できているか
	5

	（2）
事業内容
	①提案内容
	事業の趣旨を理解した上で、仕様書に即した内容となっているか
	10

	
	②有益性
	実施内容が充実しており、魅力や有益性、独自性(創意工夫)のある提案になっているか
	15

	
	③運営予算
	運営予算が合理的で適正な計画となっているか
	5

	
	④衛生・健康管理
	衛生管理や感染症等の予防対策・発生時の対応について、具体的な方針や取組みが記されているか
	5

	（３）
価格
	①提案価格
	上限金額内で適正であるか
	5

	
	合計（満点）
	100
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